
構造改革特別区域計画 
 

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

   京都府船井郡京丹波町           

 

２ 構造改革特別区域の名称 

   京丹波町福祉有償運送セダン型車両特区 

 

３ 構造改革特別区域の範囲 

   京都府船井郡京丹波町の全域 

 

４ 構造改革特別区域の特性 

  

（１）京丹波町の状況 

京丹波町は、平成１７年１０月１１日丹波町、瑞穂町及び和知町の三町

が合併し誕生した。 

   本町は、京都府のほぼ中央にあたる丹波高原の由良川水系上流部に位置

し、南東は南丹市に、北は綾部市・福知山市に、西は兵庫県篠山市に接し

ている。丹波高原にあって、長老ヶ岳（９１７m）のほか標高４００m～６０

０mの山々に囲まれ、南側の山地は分水嶺の一部を成している。面積３０３．

０７㎢の農山村で、このうち約８３％を森林が占め、この間を縫って耕地

が広がる。その中に集落が点在し、１７，９２９人（平成１２年国勢調査）

の住民が暮らしている。 

   古くから、都と丹後・山陰地方を結ぶ交通の要衝として栄え、現在も京

都縦貫自動車道（京都丹波道路）やＪＲ山陰線をはじめ、国道９号、２７

号、１７３号などが交わり、京阪神など大都市圏への移動は１時間台で移

動できるなど、比較的交通環境に恵まれた地域である。 

   将来は、京都縦貫自動車道（丹波綾部道路）、国道２７号バイパス、ＪＲ

山陰本線、府道の整備促進により、充実した交通ネットワ－クが形成され、

工場誘致や水資源開発、都市との交流事業などの諸施策と相まって、大都

市（京阪神）近郊及び山陰・北陸方面との中継地点の利便性の高い地域と

して、さらなる発展が期待されている。 

   平成１７年１２月１日現在の人口は１７，９２０人で、そのうち６５歳

以上の人口は５，４６４人。高齢化率は３０．４９％になり、年々増加す

る傾向にある。 

 



（２）移動制約者の状況 

  ①介護保険の要支援・要介護者 

   京丹波町の介護保険の認定状況は、平成１７年１０月３１日現在で９４

４人が要支援・要介護認定を受けており、６５歳以上の高齢者５，４６４

人の内第１号被保険者は１６．９％である９２４人（表１）となっている。 

   また、居宅介護（支援）サ－ビスを利用している人は、５２６人となっ

ており、その内６５歳以上の第１号被保険者は高齢者人口の９．６％で５

１２人（表２）となっている。この中で要介護３以上の者の大部分は、外

出時に福祉車両での移送が必要な移動制約者と推定される（１２０人）。ま

た要支援､要介護１及び要介護２の者については、ほとんどが福祉車両を必

要とする状況ではないが、公共交通機関を利用して外出することが難しい

移動制約者と推定される（４００人）。 

  

②身体障害者における移動制約者 

 身体障害者手帳の交付状況は、平成１７年１０月３１日現在で１，１４６

人（表３）になっており、その中で主な移動制約者になると思われるのは、

肢体不自由障害者（８２１人）、視覚障害者（１００人）である。 

 肢体不自由障害者のなかでも、１・２級の者（２２９人）については福祉

車両が必要になる。また、視覚障害者や、肢体不自由障害１・２級以外の人

は必ずしも福祉車両を必要としないが、１人で公共交通機関を利用すること

は困難であり、セダン型車両による移送の需要者であると思われる。 

 

③知的障害者における移動制約者 

 知的障害者の判定を受けている人は、平成１７年１０月３１日現在で７５

人（表４）である。1 人で外出するのが困難なＡ１・Ａ２の重度の知的障害

者は４２人となっている。 

 知的障害者は、交通法規の理解、安全確認などが出来ない者が多く、また

介護者や環境が変わることでパニックに陥る障害者も多い。そのため、肢体

不自由との重複障害がない知的障害者、特に中度以上の者については、セダ

ン型等に利用拡大した福祉有償移送サ－ビスを行う必要がある。 

 

④精神障害者における移動制約者 

 精神障害者保健福祉手帳交付状況は、平成 1７年１０月３１日現在で４６

人（表５）である。精神障害者のうち一部の人は、公共交通機関の利用が困 

 

 



難であり、1 級の障害者で引きこもりの傾向がある者にとっては、心を託し

た介護者と一緒で初めて外に出ることができるようになる。輸送に際しても

特定の運転者が運転することで、引きこもりの傾向がある者の外出を促進で

きると考えられるため､特定の者が運転するセダン型車両を利用した運送が

望まれる。 

 

 

 

 

（表１）要介護（要支援）認定者数 

 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 １５８ ２９５ １４７ １１９ １２２ ８３ ９２４

６５歳以上７５歳未満 ２１ ３７ １４ ９ １６ ８ １０５

７５歳以上 １３７ ２５８ １３３ １１０ １０６ ７５ ８１９

第２号被保険者 １ ９ ６ ２ ０ ２ ２０

総  数 １５９ ３０４ １５３ １２１ １２２ ８５ ９４４

 

（表２）居宅介護（支援）サ－ビス 

 要支援 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計 

第１号被保険者 １０２ １８９ １０５ ５９ ４１ １６ ５１２

第２号被保険者 ０ ４ ６ １ １ ２ １４

総  数 １０２ １９３ １１１ ６０ ４２ １８ ５２６

 

 

 

 



（表３） 身体障害者手帳取得状況（京丹波町全体） 

 総合判定 視 覚 聴 覚 音声言語 肢体不自由 内 部 計 

２３７ ２４ ４ １ ８５ １２１ ２３５１ 

内１８歳未満  ０ ０ ０ ３ ３ ６

１３９ ２２ ２３ ３ １４４ １ １９３２ 

内１８歳未満  ０ ０ ０ ２ ０ ２

２０３ １３ １８ １２ １１７ ７１ ２３１３ 

内１８歳未満  ０ ０ ０ ０ ０ ０

３４９ ７ ２９ １２ ２６２ １２２ ４３２４ 

内 1８歳未満  ０ ０ ０ ２ ２ ４

１１１ １５ ３ ０ １３３ ０ １５１５ 

内１８歳未満  ０ ０ ０ １ ０ １

１０７ １９ ５３ ０ ８０ ０ １５２６ 

内１８歳未満  ０ ０ ０ １ ０ １

１１４６ １００ １３０ ２８ ８２１ ３１５ １３９４計 

内１８歳未満  ０ ０ ０ ９ ５ １４

※ 身体障害者手帳所持者数（実人数）   １、１４６名 

※ 身体障害者手帳所持者数（延人数）   １、３９４名 

 

（表４） 知的障害者手帳        （５）精神障害者手帳 

１８歳未満 １８歳以上 等 級 人 数 

重 度 

Ａ１・Ａ２ 

軽 度 

Ｂ１・Ｂ２ 

重 度 

Ａ１・Ａ２ 

軽 度 

Ｂ１・Ｂ２

合 計

１ ７ 

１０ ７ ３２ ２６ ７５ ２ ２２ 

内更生施設入所者 内更生施設入所者 
 

３ １７ 

０ ０ １０ １ １１ 

 

合 計 ４６ 



（３）公共交通機関の状況 

 

  鉄道は、ＪＲ山陰本線が町の北部を通っており、町外への移動交通手段

として活用され、特に京都市内方面への通勤・通学の利用が多い。 

  バス路線については、京都交通バスと JR バスがほぼ全域をカバ－する

形で運行されていたが、その後、昭和４０年代前半をピ－クに自家用車の

普及により、全国的な傾向として公共交通機関の利用者が減少し続けたた

め、運行回数が減便となり、バス会社の合理化が進められた。 

  現況においては、住民の生活交通手段の確保のために、撤退路線を継承

する形で、町営バス運行事業を実施しているが、福祉バスではなくスク－

ルバスを兼ねた一般混乗化の状況であるため、移動制約者にとっては身体

的、精神的負担が大きい。このような状況から、移動制約者の移送には適

さず、移動手段が課題となっている。 

  このため、民間路線バス及び町営バスと福祉関係車両との役割分担によ

る輸送体制を確立する必要があることから、障害者の移動支援策として、

福祉サ－ビス活動を主とする社会福祉協議会やＮＰＯ法人が、バスやタク

シ－ではカバ－できない移動制約者を福祉移送サ－ビスで補完すること

により、町外病院への通院、日常生活の買い物、各種行事への参加など利

便性の向上と社会参加を促進し、誰もが安心して暮らせるまちづくりの実

現を図る必要がある。 

   

平成１６年度町営バス運行状況及び利用者数 
（丹波地区） 
  ➀ 南部西部線 （中央公民館――上豊田住民センタ－）   １，０３４名 
  ➁ 東部北部線 （中央公民館――下山駅）         ２，８８０名 
（瑞穂地区） 
  ➀ 瑞穂病院線 （桧山駅――瑞穂病院）            ６６８名 
  ➁ 中台線   （桧山駅――グリ－ンランドみずほ）      ２７６名 
  ➂ 小野鎌谷線 （桧山駅――鎌谷駅）          １２，８３５名 
  ➃ 猪鼻戸津川線（桧山駅――戸津川）          １４，８９６名 
  ➄ 質美線   （桧山駅――質美－－下山駅）      １８，３３２名 
（和知地区） 
  ➀ 仏主線   （和知駅――仏主）           １７，１９８名 
  ➁ 長瀬線   （和知駅――長瀬－－大野ダム）     １６，０２２名 
  ➂ 才原大簾線 （和知駅――安栖里――大簾――才原）  ２４，２４６名 



（４）福祉輸送体制の状況 
   ①福祉車両の状況 

    京丹波町内に営業所を置くタクシ－会社は 1社あり、計５台が運行

している。又､京丹波町社会福祉協議会が１６台、ＮＰＯでは３団体

が１１台所有し、運行している。 

 

   ②町の外出支援事業 

    重度心身障害者（児）で一般の交通機関を利用することが困難な方

に対して、医療機関等への往復に、京丹波町社会福祉協議会とＮＰＯ

1社に委託をし、スム－ズに事業が進んでいる。 

 

   平成 16 年度外出支援サ－ビス利用状況 

     

延べ送迎者数 ８，１０６人 
送 迎 者 数 

実送迎者数 ２７０人 

 

     

５ 構造改革特別区域計画の意義 

   障害者や要介護・要支援認定者等、公共交通機関を利用して移動するこ

とが困難な人を対象に実施する福祉有償運送について、福祉車両のみなら

ずセダン型の一般車両の使用を可能としたボランティア輸送体制を整備す

ることで、地域福祉の増進を図ることができる。 

   特に、座位の保持が可能で容易に乗降可能な移動制約者にとっては、車

両台数の少ない福祉車両よりもセダン型車両を使用した移送サ－ビスが有

効であると考えられる。 

 

６ 構造改革特別区域計画の目標 

   京丹波町において、高齢者や障害者等が住み慣れた地域で生活を続けて

いくためには、本町の目指す「安心の街づくり」の一環として医療の充実

と交通のネットワ－ク化が重要である。また、今後は地域住民の共助の精

神を促進することが必要であり、社会福祉協議会やＮＰＯ法人等による福

祉輸送等サ－ビスを行うことにより、介護保険の要支援者、軽度の要介護

者が手軽にサ－ビスを利用し外出することが可能となり、介護度の重度化

を予防することにつながり、地域全体で支援する福祉体制が確立し、本町

が目指す「すべての人が健康で安心して暮らせる街づくり」の実現の一助

となり一層、充実した福祉の街づくりを行うことが期待されるものである。 



   また、行政が直接運営するには厳しい財政状況であることから、社会福

祉協議会やＮＰＯ法人等と行政が協働することにより、行政が行ってきた

福祉施策に、地域団体や地域住民自らが福祉の充実に参画するという機運

が高まり、医療、保健、福祉を地域全体でとらえなおし、ボランティア活

動の活性化と共助社会の実現を目指す。 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

   高齢化の進展により、今後これまで以上に移動制約者が増えると予想さ

れる。町内公共交通機関では対応できない隙間を社会福祉協議会やＮＰＯ

法人等のボランティア輸送により補完することで、移動制約者の外出が促

進されるとともに、移動制約者本人の活動範囲を拡大させることが可能と

なる。 

   さらに、移動支援のため労働時間が制約されている家族にとっては、有

償ボランティア輸送の実現により、家族の負担を軽減するとともに就労の

継続が可能となる。 

   また、医療機関への早期の受診機会が増えることにより、病気の早期発

見・早期治療につながり、医療費の低減にもつながるなど相乗効果も期待

される。 

 

８ 特定事業の名称 

   ＮＰＯ等によるボランティア輸送としての有償運送における使用車両の

拡大事業１２０６（１２１６） 

 

９  構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定

事業に関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共

団体が必要と認める事項 

（１）ボランティア養成事業 

ボランティアの運転技術向上のための研修会及び高齢者や障害者の

身体的負担を理解し、ケア技術の向上を図るための研修会を開催し､ボ

ランティアの育成を図る。 

（２）ＮＰＯ法人等支援事業 

ＮＰＯ法人等に対して､福祉移送サ－ビス事業に関する指導・助言等

を行うことにより、長期的・安定的な福祉移送サ－ビス事業が可能とな

るよう支援を行う。 

  ・ 利用対象者は、おおむね６５歳以上の高齢者又はおおむね６０歳

以上の高齢者であって下肢が不自由な者。 



 ・  助成額については、NPO 法人等が実施する移送サ－ビスを利用した

場合の費用のおおむね２分の１の額。 

 ・  利用回数は、１月当たり４回程度。  

 

（３）地域支援の仕組みづくり 

高齢化比率３０．４９％と高齢者社会となっている本町にとって介

護を要する高齢者が今後も増加することが見込まれる。このような

ことから、家族だけでは十分な介護ができないため、自助・共助・

公助の精神により地域全体で高齢者や障害者等を助け合う仕組みづ

くりを構築する。 

 

 

別紙  構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特

定事業の内容、実施主体及び開始の日並びに特定事業ごとの規制の特例

措置の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別 紙 

 

１， 特定事業の名称 

ＮＰＯ等によるボランティア輸送としての有償運送における使用車両

の拡大事業 

１２０６（１２１６） 

  

 ２， 当該規制の特別措置の適用を受けようとする者 

  特区内においてセダン型等の一般車両を用いて輸送サ－ビスを実施す

る京丹波町福祉有償運送等運営協議会において認められた社会福祉協議

会・ＮＰＯ法人等の非営利法人 

 

３， 当該規制の特別措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画認定日 

 

４， 特定事業の内容 

（１）事業主体 

京丹波町内で活動を行う社会福祉協議会・ＮＰＯ法人等の非営利

法人 

（２）事業が行われる区域 

出発地又は到着地が京丹波町 

（３）事業により実現される行為 

要介護認定者、身体障害者、知的障害者、難病患者等の単独では

公共交通機関を利用することが困難な移動制約者で、あらかじめ

運送主体に登録をした会員及びその同伴者に対し、一般車両を用

いて有償で送迎サ－ビスを提供する行為。 

 

５， 当該規制の特別措置の内容 

    福祉有償運送の使用車両については、車椅子もしくはストレッチャ

－のためのリフト、スロ－プ、寝台等の特殊な設備を設けた自動車、

又は回転シ－ト、リフトアップシ－ト等の乗降を容易にするための装

置を設けた自動車に限定されているが、特例措置としてセダン型等の

一般車両の使用を可能とすることで、地域福祉の増進を図ることがで

きる。 

 

 



（１）京丹波町福祉有償運送等運営協議会の設置 

京丹波町における社会福祉協議会・ＮＰＯ法人等の非営利法人によ

る福祉有償運送の必要性や、福祉有償運送の実施に伴う安全の確保、

旅客の利便の確保について協議するために、京丹波町が主宰者とな

り、京丹波町福祉有償運送等運営協議会を設置する。運営協議会に

関する事務は、京丹波町保健福祉課において処理する。 

① 運営協議会の委員構成 
次に掲げる者の内から町長が委嘱または任命する。 

１）国土交通省近畿運輸局京都運輸支局輸送課職員 

２）町内交通機関の代表者 

３）住民及び利用者の代表 

４）交通関係又は福祉関係の学識経験者 

５）京都府南丹保健所企画調整室の担当職員 

② 運営協議会の開催 
協議会は、次の場合に開催する。 

１）道路運送法第８０条第１項の許可及び更新の申請が予定さ

れている場合。 

２）重大事故等問題が発生した場合。 

３）その他有償運送事業の適正実施に必要がある場合。 

 

（２）有償運送の条件 
      ➀ 運送主体 

             京丹波町内で活動する社会福祉法人、ＮＰＯ法人で運営協議

会の協議を経て許可を取得した事業者とする。  
      ➁ 運送の対象者 

             要介護者、要支援者、肢体不自由、内部障害（人工血液透析

を受けている場合を含む）、知的障害、精神障害等により単独

での移動が困難なものであって、単独では公共交通機関を利用

することが困難な者。 
      ➂ 運送対象者の報告 

            運送主体者は、決められた内容を町に報告しなければならない。 
      ➃ 使用車両 

               使用する車両は、運送主体が使用権原を有しているものとし、

外部から見やすいように車体側面に有償運送の許可を受けた

車両であることを表示するものとする。 
             また、運転者等から提供される自家用自動車を使用するとき



は、次の事項に適合するものとする。 
･ 運送主体と自家用自動車を提供し当該運送に携わる者と

の間に当該車両の使用にかかる契約が締結され、当該契約

の内容を証する書面が作成されていること。 

・ 当該契約において、有償運送の管理及び運営、特に事故

発生、苦情等への対応について運送主体が責任を負うこと

が明確化されていること。 

    ・ 利用者に対し、事故発生、苦情等の対応に係る運送主体

の責任者及び連絡先が明瞭に表示されていること。 

 

➄ 運転者 
             普通第二種免許を有することを基本とする。これに該当し

ない場合は以下の点についてクリアした者とする。 
         ・  申請日前３年間運転免許停止処分を受けていないこと。 

・ 京都府公安委員会等が実施する実車の運転を伴う特定任

意講習会等の講習を受講した者であること。 
・ その他移動制約者の輸送の安全確保に関し、必要な知識

又は経験を有する者であること。 
尚、普通二種免許の取得については、運送主体におい 
て、一定の目標を立て体制の整備を図ることを検討するこ

ととする。 
また、運送主体においては､運転者の氏名、住所、年齢、

自動車免許の種別、交通事故その他道路交通法違反に係る

履歴、安全運転等に係る講習等の受講歴及び適性診断等の

受診歴その他必要な事項を記入した運転者名簿を作成し､

適切に管理するものとする。 
      ➅ 損害賠償措置 
           運送に使用する車両全てについて、対人８，０００万

円以上及び対物２００万円以上の任意保険若しくは共済

（搭乗者傷害を対象に含むものに限る）に加入している

こと又はその計画があること。 
      ➆ 運送の対価 
           運送の対価については、一般乗用旅客自動車運送事業

及び地域の公共交通機関の状況等の地域特性を勘案しつ

つ、営利に至らない範囲として設定するものとし、一般

乗用旅客自動車運送事業の上限運賃額のおおむね２分の



１を目安に町が設定する。 
       ➇ 運営管理体制 
           運営主体において、運行管理、指揮命令、運転者に対

する監督及び指導、事故発生時の対応並びに苦情処理に

係る体制そのたの安全確保及び旅客の利便確保に関する

体制が明確に整備されていること。 
       ➈ 法令遵守 

           許可を受けようとする人が、道路運送法第７条の欠格 

          事由に該当する者でないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




